
連件申請における登録免許税の一括納付について 

 

登録免許税の納付については、申請ごとに発行される納付情報に対して個別に納付していただく必要がありま

すが、令和４年１２月１９日から、オンラインで連件申請を行う場合に、当該連件申請について電子納付を行うとき

は、当該連件申請に係る登録免許税の一括納付をすることができます。 

申請用総合ソフトにおいては、連件申請を送信する際に、登録免許税の一括納付の希望の有無について確認

がされます。連件申請のいずれについても電子納付を行う場合であって、電子納付を行う者が同一である場合に

は、連件申請の先頭の申請に対して、各申請の登録免許税額を合計した納付情報が発行されますので、発行さ

れた納付情報に対して電子納付を行うことにより、連件申請全体に係る登録免許税の納付を一括で行うことがで

きます。 

なお、一括納付された登録免許税は、各申請情報に記載された登録免許税額を合計したものとなりますので、

登録免許税額を誤った場合には、申請ごとに登録免許税額の補正等の対応を行う必要がありますので御留意願

います。 

おって、一括納付を希望することができる申請書様式は、連件申請が可能な不動産の登記申請書及び登記嘱

託書並びに商業・法人の登記申請書及び登記嘱託書（登記事項提出用は除く。）となります。 

 

【手順】 

① 以下の条件を満たす連件申請を作成します。 

・ 連件申請内に、「申請書作成・編集」画面の登録免許税が有税の申請が 2件以上含まれること。 

※ 登録免許税が無税の申請についても、連件申請に含めて一括納付を希望することが可能です。 

・ 各申請の「申請書作成・編集」画面の納付情報（氏名または法人団体名）が同一であること。 

・ 各申請の「申請書作成・編集」画面の「納付方法」欄が電子納付（無税を含む）であること。 

※ 不動産の登記申請書及び登記嘱託書について、「申請書作成・編集」画面の画面上から「登録免

許税」欄を削除している場合を除く。 

 

※ 本手順では「登記申請書（権利に関する登記）」を使用して説明します。 



 

 

② 「送信前申請一覧（連件・同順位設定）」画面を表示し、「送信対象」欄及び「順番」欄の設定をします。設定

が完了したら、「送信」ボタンをクリックし、一括納付を希望する連件申請を送信します。 

 

 

 

各申請の納付情報（氏名または法人団体

名）を同一にします。 

連件申請に登録免許税が有税の申請を 2

件以上含むようにします。 

各申請の納付方法を「電子納付（無税を含

む）」にします。 



③ 「一括納付確認」メッセージが表示されますので、「はい」ボタンをクリックします。 

 

 

 

 

 

④ 「送信確認」メッセージが表示されますので、「OK」ボタンをクリックします。 

 

 

 

⑤ 一括納付を希望した連件申請の送信が完了します。 

 

 

「はい」ボタンをクリックすることで、 

一括納付をすることができます。 



⑥ 連件申請の先頭の申請に、各申請の納付額を合計した納付情報が発行されます。 

当該納付情報の納付期限について、連件申請内の登録免許税が有税の申請の中で最も短い納付期限が

設定されます。連件申請内に調査士報告方式の様式の申請と、他の様式の申請が存在する場合は、調査

士報告方式の様式の申請についても、他の様式の申請と同じ納付期限が設定されます。 

 

 

 

 

連件申請の先頭の申請に発行された納付情報に対して電子納付を行うことにより、連件申請全体の納付を一

括で行うことができます。 

なお、登録免許税の一括納付は電子納付の場合のみの取扱いとなりますので、連件申請に係る登録免許税

について、１枚の登録免許税納付用紙を用いて領収証書又は収入印紙でまとめて納付を行うことはできません。 

また、登録免許税の一括納付を希望した後に、領収証書又は収入印紙による納付に変更する場合は、申請ご

とに登録免許税納付用紙を用いて個別に納付を行ってください。一括納付を希望した申請の登録免許税納付用

紙を窓口に持ち込み又は郵送する場合、登記所職員により一括納付の設定を解除する処理が行われるため、申

請ごとに納付情報が再発行されますが、その後、持込み又は郵送された収入印紙等により個別の納付情報に対

して処理が行われることとなります。 

 

連件申請の先頭の申請のみ、 

「納付」ボタンが表示されます。 

各申請の納付額を合計した金額が表示されます。 


